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豊田通商株式会社（以下｢豊田通商｣といいます。）と豊通オートモーティブクリエーション株

式会社（以下｢豊通オートモーティブクリエーション｣といいます。）とは、豊田通商を吸収分割

会社とし、豊通オートモーティブクリエーションを吸収分割承継会社として、豊田通商の自動車

向け部品の製造販売事業のうち浜松事業所において運営されている事業に関して有する権利義

務を、2026 年 10 月 1 日を効力発生日として、豊通オートモーティブクリエーションに承継させ

る吸収分割（以下｢本吸収分割｣といいます。）を行う旨の吸収分割契約を、2026 年 3 月 26 日付

で締結いたしました。 

本吸収分割を行うに際して、豊田通商が会社法第 782 条第 1 項および会社法施行規則第 183

条に基づき、事前に開示すべき事項は下記のとおりです。 

 

記 

 

1. 本吸収分割の当事会社 

(1) 吸収分割会社 

商号  豊田通商株式会社 

住所  名古屋市中村区名駅四丁目 9 番 8 号 

(2) 吸収分割承継会社 

商号  豊通オートモーティブクリエーション株式会社 

住所  愛知県名古屋市中村区名駅南 2 丁目 14 番 19 号 住友生命名古屋ビル 24 階 

 

2. 吸収分割契約の内容 

別紙 1 のとおりです。 

 

3. 本吸収分割の対価の相当性に関する事項 

豊通オートモーティブクリエーションは、本吸収分割に際して、豊田通商に対して一切の

対価を交付いたしません。豊田通商は豊通オートモーティブクリエーションの発行済株式の

全てを保有しているため、かかる取扱いは相当であるものと判断しております。 

 



 

 

 

4. 吸収分割承継会社に関する事項 

① 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙 2 のとおりです。 

② 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

該当事項はありません。 

③ 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産

の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

 

5. 吸収分割会社に関する事項 

① 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産

の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

 

6. 債務の履行の見込みに関する事項 

(1) 豊田通商 

豊田通商の最終事業年度の末日（2025 年 3 月 31 日）現在の貸借対照表における資産およ

び負債の額は、それぞれ 3,159,658 百万円および 1,884,080 百万円であり、資産の額が負債

の額を上回っております。本吸収分割により、効力発生日において豊田通商が豊通オートモ

ーティブクリエーションへ承継させる資産および負債の額は、それぞれ 148 百万円および 0

円を予定しており、本吸収分割の効力発生日後における豊田通商の資産の額は、その負債の

額を十分に上回ることが予想されます。 

また、本吸収分割の効力発生日以後における豊田通商の債務の履行に支障をきたすような

事象の発生およびその可能性は、現在までのところ認識されておりません。 

以上により、本吸収分割の効力発生日以後においても、豊田通商の債務の履行の見込みが

あるものと考えます。 

(2) 豊通オートモーティブクリエーション 

豊通オートモーティブクリエーションの最終事業年度の末日（2025 年 3 月 31 日）現在の

貸借対照表における資産および負債の額は、それぞれ 10,880 百万円および 6,305 百万円で

あり、資産の額が負債の額を上回っております。本吸収分割により、効力発生日において豊

通オートモーティブクリエーションが豊田通商から継承する資産の額は 148 百万円である

のに対し、負債の承継は予定していないことから、本吸収分割の効力発生日以後における豊

通オートモーティブクリエーションの資産の額は、その負債の額を十分に上回ることが予想

されます。 

また、本吸収分割の効力発生日以後における豊通オートモーティブクリエーションの債務

の履行に支障をきたすような事象の発生およびその可能性は、現在までのところ認識されて

おりません。 

以上により、本吸収分割の効力発生日以後においても、豊通オートモーティブクリエーシ

ョンの債務の履行の見込みがあるものと考えます。 

 

以上 



 

 

 

別紙 1 吸収分割契約 

 

 

 



 

 

 

別紙 2 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

 







第17期事業報告書
(令和6年4月1日から令和7年3月31日まで)

令和7年5打 15日

名古屋市中村区名駅南2丁目14番19号

豊通オートモーティブクリエーション株式会社

堀崎太代表取締役社長
白
、
ヘ
逮
隷

女
浩
貫



1.会社の現況に関する事項

(1)事業の経過及びその成果

（2）対処すべき課題　　

(3)財産および損益の状況の推移

(4)重要な親会社の状況

親会社との関係

特筆すべき事項はありません。

(5)主要な事業内容

自動車向け純正部品・純正用品の商品開発及び営業全般

(6)主要な営業所

(7)従業員の状況

名 名増加

(8)借入先の状況

いわゆるゼロバランス方式により調達運営致しております。

なお、期末での借入金残高はありません。

千円

千円

当 期 純 利 益 千円 2,273,748

令和5年度

千円37,654,430

区分
令和4年度

第15期 第16期

30,783,749

1,250,786

千円

1 株 あ た り の
当 期 純 利 益

総 資 産

5,785,240 円

千円

千円

売 上 高
( 営 業 収 益 )

千円

1,157,048 千円

29,303,481

13,193,682

豊 田 支 店

2

愛知県豊田市寿町7丁目66番地

6,902,297

155

浜 松 営 業 所

従 業 員 数

10,880,534

令和3年度

千円

6,253,931 円 11,368,741 円

第14期

円

静岡県浜松市中央区板屋町111番地の2（浜松アクトタワー14F）

2024年度の自動車メーカーの国内販売は上半期、認証不正による生産見合わせ等の影響により前年度を下回ったも
のの年度後半に市場は回復し微増となりました。一方、国内生産は海外市場の低迷により輸出が減少、2023年度に比
べて減少致しました。当社主力顧客のトヨタ自動車は一部モデルの生産停止や新モデルの販売遅延により年度を通
じて影響を受け、国内生産は前期比97.8％、国内販売は前期比98.4％となりました。
かかる状況下、当社は新規受注品の販売増により生産ライン用部品、純正用品とも前期を上回る伸びを確保し、売上
高は45,026百万円(前期比119.6%)と過去最高を記録しました。また円安や物価上昇の影響により原価があがりました
が原価改善活動や顧客との交渉によりその影響を最小限にとどめました。
当期純利益は主に売上連動により前期比116.1%の2,639百万円と過去最高になりました。

387,092          

千円

千円

事業別

売 上 高

売上総利益

千円 5,534,658        

売上高

44,639,186      

387,092          業 務 請 負 千円

令和6年度

(当期)第17期

45,026,279

2,638,736

昨年度、当社取扱商品の顧客納品において試作品が混入、市場リコールを発生させてしまいました。当社は豊田通
商台湾現地法人と協力して対策チームを立上げ、対象仕入先の品質改善活動に最優先で取り組んでいます。
また人件費・物流費・原材料の高騰、為替変動、下請法遵守などサプライチェーン上の課題が浮き彫りになっていま
す。当社はこれらの課題解決のために顧客も巻き込んで一つ一つ丁寧に対応しております。
事業面においては、Tier1機能(企画・設計・開発・供給・品質保証)を強化、業界の環境変化に対応すべく電動化アイ
テム等高付加価値商品の開発、CN/CE領域でのビジネスの拡大を図り、新しい収益の柱を構築すべく努めてまいりま
す。

千円

(4,574,626)千円

東 京 支 店 東京都港区港南2丁目3番13号（品川フロントビル）

住            所

(3,836,715)(1,715,580) (2,494,575) 千円

大阪府大阪市中央区南船場4丁目3番11号（大阪豊田ビル）

名      称

大 阪 営 業 所

( 純 資 産 )

(前期末比増減)

本 社 愛知県名古屋市中村区名駅南2丁目14番19号

千円

9,544,991千円 8,329,285 千円



2.会社の株式に関する事項

(D発行済株式の総数

②株主数

(3)大株主

豆田

200株

3.会社役員に関する事項

①取締役及び監査役の氏名等

氏名

水田洋

堀崎

谷口

加藤

加藤

株キ名

通商株式会社

1名

持株数

200

地位及び担当

代表取締役社長(常勤)

太取締役(非常勤)

徹取締役(非常勤)

潤取締役(常勤)

博監査役(非常勤)

37,558 千円

6,000 千円

株

②取締役及び監査役の報酬等の額

取締役 2名

監査役 1名

会社法第四百三十五条に規定する附属明細書については、事業報告の内容を補足する重要な事項は存在しない事から、

作成しておりませノν。

豊田通商株式会社
サフ゜ライチェーン本部執行幹部

豊田通商株式会社
サービス&アクセサリー事業部部長

技術統括部部長

兼務の状況



第17期計算書類
(令和6年4月1日から令和7年3月31日まで)

令7年5月15日

名古屋市中村区名駅南2丁目H番19号

豊通オートモーティブクリエーション株式会社

代表取締役社長堀崎太゛梦Υみ
rl、

">j1シ'、ジくぐξ".ク



流動資産

省

10,880,534,115

産

」士

計

資産

(令和7年3月31日現在)

の

_」ー

部

金 額

9,714,154,205

5,159,438,685

2,643,644,702

△143,384,530

87,592,589

38,176,715

1,926,820,032

1,866,012

関係会社短期貸付金

金替

昭

固定資産

有形固

建

機械

車両

科

流動負債

支払手形

金掛買

スイ責示芳

金払

払法人税等

払消費税

払費用

払事業所税

約負債

金り

固定負債

スイ責示劣リ

退職給什引当金

役員退職慰労引当金

定資産

物

装置

運搬

備具

仮勘
号11ι

亘又

無形固定資産

ソフトウ アコニ

投資その他の資産

長期保証金

繰延税金資産

会 金入

長期前払費用

コルフ会員権

6,305,907,327

部

4,574,626,788

10,000,000

4,564,626,788

2,500,000

4,562,126,788

4,562,126,788

4,574,626,788

10,880,534,115

債

の

負

の

債

計

合計

株主資本

資本金

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

合純資産

負債及び純資産

1,166,379,910

823,215,692

37,043,620

25,597,756

6,265,000

750,569,316

3,740,000

70,569,955

70,569,955

272,594,263

49,537,576

220,385,395

487,500

183,792

2,000,000

(単位:円)

額

6,195,582,327

356,814,275

4,104,809,684

33,667,624

393,725,766

653,187,800

438,892,900

185,223,516

3,343,800

17,425,696

8,491,266

110,325,000

3,268,200

105,124,800

1,932,000

計

純

資 産

器
建

未
未
契
預

金
産
金
用
金

当

資
引
費
入

掛
価卸評
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品

売
棚
商
前
未

合
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合
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品
定

資
目

部
金

負
目

リ
未
未
未



科

(令和6年4月1日から令和7年3月31日まで)

目ブ六

2,089,971

3,993,151,961

上

4,522,432

3,988,629,529

外収益業

利 息、取 J

の他の営業外収益

営業外費用

息、払 利

の他の営業外費用

常 利 益

損 失別

固定資産除却損

則期損益修正損
一邑■.

^

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益

総

び

人'人一

原

圭ミ

利益

管理費

益

1,349,892,961

2,638,736,568

5,681,フ70

額

1,360,566,157

△ 10,673,196

5,503,290

178,480

45,026,279,630

39,104,529,231

5,921,750,399

1,932,190,237

3,989,560,162

1,383,504

706,467

1,312,035

3,210,397

言

高
価上

及
業

上
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当期首残高

事業年度中
の変動額

剰余金の配当

株卞資本等変動計算書
(令和6年4月1日から令和7年3月31日まで)

株主資本

利益剰余金

その他利益
剰余金 利益剰余金利益

準備金 合計繰越利益
剰余金

2,500,000 3,824,215,220 3,826,715,220

資本金

当期純利

事業年
の変動額

当期末残

10,000,000

737,911,568

益

4,574,626,78810,000,000

△ 1,900,825,000 △ 1,900,825,000 △ 1,900,825,000 △ 1,900,825,000

株主
資本
合計

2,638,736,568

2,500,000

(単位・円)

3,836,715,220

737,9H,568

純資産
合計

4,562,126 788

2,638,736,568

3,836,715,220

737,911,568

4,564,626,788

2,638,736,568

737,911,568

4,574,626,788

2,638,736,568

中
計
度
合

高



1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

①棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産一・総平均法による原価法に基づく低価法

②固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産(リース資産を除く)
建物・一定額法

建物以外・一定率法

但し、平成28年4月1日以降に取得した建物付属設備は定額法

平成31年4月1日以降に取得した機械装置及び器具備品は定額法

②無形固定資産

定額法

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るりース資産については、リース
期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております

王

③引当金の計上基準

①商品評価引当金
棚卸資産の価額下落に備えるため、棚卸資産の期末評価額が取得簿価を

下回る場合にその差額を計上しております。

②退職給付引当金
従業員の退職給付金支給に備えるため、規程により当事業年度末における

期末要支給額を計上しております。

③役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支給に備えるため、規程により当事業年度末における
期末要支給額を計上しております

④収益及び費用の計上基準

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号令和2年3月31日。)

等を適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は
サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております

(5)グルーフ通算制度の適用

当社はグループ通算制度を適用しております。

言



2.株主資本等変動計算書に関する注記

①発行済株式の総数に関する事項

株式の種類前事業年ス
普通株式 200 株

②剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額
令和6年6月17日開催の第16回定時株主総会において、次のとおり決議してお

ります。
1,900,825千円・配当金の総額

利益剰余金・配当の原資
9,504.13千円・1株当たり配当金額
令和6年3月31日・基準日
令和6年6月18日・効力発生日

②基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
令和7年6月25日開催の第17回定時株主総会において、次の議案を付議いたし

ます。
3,232,2茄千円・配当金の総額
利益剰余金・配当の原資
16,161.28千円・1株当たり配当金額
令和7年3月31日・基準日
令和7年6月26日・効力発生日

当事業年度
増加株式数

株

当事業年度末
の株式数

200 株

当事業年度
減少株式数

株



私監査役は、豊通オートモーティブクリエーシ,ン株式会社の令和 6年4月1日から令和 7年3月31日までの

第17期事業年度の取締役の職務の執行の監査を致しました。その方法及び結果について以下のとおり

報告致します。

1.監査の方法及びその内容

監査役は、取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも

に、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査致しました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告について検討致しました。

更に、会計に関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類(貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその他附属明細書について検討致しました。

監査報告書

監査の結果

1)事業報告等の監査結果

①事業報告は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は

認められません。

2)計算書類及びその附属明細書の監査結果

計算書類及び附属明細書は、会社の財産及び損益の状況を全ての重要な点において適正に

表示しているものと認めます。

令和 7年5月15日

豊通オートモーティブクリエーカソ株式会社

蛭を^1斐 ル賑 t亭
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